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2006年度における我が国の排出量は 基準年比6 2％上回 ており

我が国の温室効果ガス排出量我が国の温室効果ガスの排出量

13億4,000万トン13億5,800万トン

2006年度における我が国の排出量は、基準年比6.2％上回っており、
京都議定書の６％削減約束の達成には、6.8％の排出削減が必要。
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単位：百万トンCO2

部門別エネルギー起源二酸化炭素排出量の推移と部門別エネルギー起源二酸化炭素排出量の推移と20102010年目標年目標
単位：百万トンCO2
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（※）排出量の目安としては対策が想定される最大の効果を上げた場合と、想定される最小の場合を設けている。当然ながら対策効果が最大となる
場合を目指すものであるが、最小の場合でも京都議定書の目標を達成できるよう目安を設けている。 ２



2006年度の我が国のCO2排出量の内訳
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合計は100%にならない。
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（参考）2006年度の我が国の温室効果ガス排出量：13億4,000万トン ３



CO2排出量の内訳：排出形態別と管理主体別
（2006年度）
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産業: 4億6,000万トン【100％】
(▲4.6%) [+1.1%]

（総CO2排出量に占める割合36％）

産業部門概況

（万トンCO2）
機械 3,600万トン【8%】

(+14.2%) [+6.1%]

その他 7,400万トン【16%】
(+17.1%) [+1.9%]

40 000

50,000

鉄鋼 1億6 800万トン【36%】

非鉄地金 900万トン【2%】
(▲21.7%) [+3.8%]

30,000

40,000

窯業土石 3,600万トン【8%】
(▲18.0%) [+0.7%]

鉄鋼 1億6,800万トン【36%】
(▲1.2%) [+1.0%]

ガラス製品 200万トン【1%】
(▲43 9%) [+2 0%]

20,000 化学 5,800万トン【13%】
(▲4.2%) [+1.7%]

(▲43.9%) [+2.0%]

石油製品 90万トン【0%】
(+36 8%) [+22 2%]
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10,000

パルプ紙板紙 2,700万トン【6%】
(▲11.6%) [▲5.2%]

化学繊維 800万トン【2%】
(▲30.3%) [▲2.5%]

(+36.8%) [+22.2%]
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食料品 1,500万トン【3%】
(▲15.6%) [▲2.1%]

注 業種 排 業種 複が 部存在

建設業 1,200万トン【3%】
(▲18.5%) [＋0.7%]

農林 900万トン【2%】

5
<出典>温室効果ガス排出・吸収目録

注１ 業種別の排出量には、業種間の重複が一部存在している。
注２ 1990～1997年度と1998年度以降では、一部の業種において対象範囲が異なる。
注３ エネルギー起源CO2の排出量である。

排出量【全体に占める割合】
(1990年比)[前年比]

鉱業 100万トン【0%】
(▲17.9%) [＋6.5%]

農林 【 】
(＋28.2%) [＋2.3%]

水産 500万トン【1%】
(▲67.4%) [▲0.9%]
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運輸部門概況 運輸: 2億5,400万トン【100％】
(＋16.7%) [▲1.2%]

（総CO2排出量に占める割合20％）
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注 エネルギー起源CO2の排出量である。

<出典>温室効果ガス排出・吸収目録

排出量【全体に占める割合】
(1990年比)[前年比]
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業務その他: 2億2,900万トン【100％】
(＋39.5%) [▲3.7%]

（総CO2排出量に占める割合18％）

業務その他部門概況

25,000

30,000
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（総CO2排出量に占める割合18％）
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水道・廃棄物 1,400万トン【6%】
(+12.8%)[▲2.3%]

注 エネルギー起源CO2の排出量である。

○対個人サービス：飲食店、旅館他宿泊所、娯楽サービス等 ○対事業所サービス：広告調査情報サービス、物品賃貸サービス、自動車・機械修理等
○公共サービス：公務、教育、研究、医療保健、社会保障（「公務」以外は民間のものを含む） ○商業・金融：商業、金融・保険、不動産仲介・賃貸
○通信放送：通信、放送 ○運輸付帯サービス：貨物運送取扱、倉庫等 ○水道・廃棄物：水道、廃棄物（一廃、産廃等）処理

<出典>温室効果ガス排出・吸収目録、総合エネルギー統計（資源エネルギー庁）

排出量【全体に占める割合】
(1990年比)[前年比] ７



家庭部門概況
家庭: 1億6,600万トン【100％】

(＋30.0%) [▲4.9%]
（総CO2排出量に占める割合13％）
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<出典>温室効果ガス排出・吸収目録、総合エネルギー統計（資源エネルギー庁）

排出量【全体に占める割合】
(1990年比)[前年比]

８

注 エネルギー起源CO2の排出量である。



非エネルギー起源CO2の排出量の内訳 非エネ: 8,800万トン【100％】
(＋3.1%) [＋0.3%]

（総CO2排出量に占める割合7％）

廃棄物の燃料代替等
700万トン【8%】

（総CO2排出量に占める割合7％）

その他 60万トン【1%】
(▲24.7%) [+2.3%]
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<出典>温室効果ガス排出・吸収目録より算定

排出量【全体に占める割合】
(1990年比)[前年比]
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部門別CO2排出量の推移（電熱配分前） CO2: 12億7,400万トン【100％】
(＋11.3%) [▲1.3%]500 

産業部門: 3億8,800万トン【30％】
(▲0.5%) [+1.8%]
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<出典>温室効果ガス排出・吸収目録
排出量【全体に占める割合】

(1990年比)[前年比]
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エネルギー転換部門概況（電熱配分前）
エネ転: 3億8,700万トン【100％】

(＋21.8%) [▲2.6%]
（総CO2排出量に占める割合30％）

40,000

コークス製造自家消費
【2%】

700万トン
(▲6 9%) [+1 3%]

（総CO2排出量に占める割合30％）
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(▲6.9%) [+1.3%]
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(+24.8%)[▲2.0%]
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<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録
排出量【全体に占める割合】

(1990年比)[前年比]

1１



各部門の電力消費による排出量 発電: 3億5,800万トン【100％】
(＋23.8%) [▲2.5%]

（総排出量に占める割合28％）

40,000
（万トンCO2）

※電熱配分前の発電によるCO2排出量との
数値の差異は、統計誤差によるものである。

30,000

35,000 業務その他部門【34%】
1億2,100万トン

(+51.7%) [▲2.0%]

20 000

25,000 家庭部門【27%】
9,700万トン

(+37.3%) [▲4.7%]

15,000

20,000

産業部門【27%】
9,600万トン

(▲7.5%)[▲1.3%] 
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( )[ ]

エネ転部門 【11%】
3,800万トン

(+30.3%)[▲1.1%]  
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運輸部門【2%】
700万トン

(+4.2%)[▲4.6%]

<出典> 温室効果ガス排出・吸収目録 排出量【全体に占める割合】
(1990年比)[前年比]
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